提出用　子①

参考用　子

扶養状況届

全ての項目に記入または✔して下さい
学生とは、修業年限が１年以上、授業時数が文部科学大臣の定める年間授業時数（800時間）以上であって、アルバイト等の収入が年収換算で130万円未満です。なお、健康保険での「年間収入」とは必ずしも1～12月に限定されたものではなく、どの12ヶ月をとっても130万円未満（180万円未満）であることをいいます。
扶養に関する申告

認定対象者については、私が主たる生計維持者であり、本届・全ての添付書類の内容が事実に相違ないことを申告します。なお、提出後に扶養状況に変更があった場合は、速やかに被扶養者資格の削除手続きをいたします。

届出義務を怠たり、あるいは事実と異なる届出を行っていた場合は、遡って資格取消を受け、当該期間にわたり健保組合から受け取った療養費・給付金のすべてを返戻いたします。
長瀬産業健康保険組合　殿　　　　　　　　　　　　　　　　令和     年     月     日

就職し、一度扶養から外れた者が20歳を越えてから進学した場合は、学生とはみなしませんので、状況届（その他）をご使用ください。
	保険証記号　
	番号　
	被保険者　     


	認定対象者の
氏名
	     
	被保険者
との居住
	 FORMCHECKBOX 
同居
 FORMCHECKBOX 
別居 → FORMCHECKBOX 
単身赴任 FORMCHECKBOX 
それ以外（　　　　）

	生年月日
	 FORMCHECKBOX 
Ｈ・ FORMCHECKBOX 
Ｒ
  年　  月　  日　  　歳　
	別居の場合の
認定対象者の住所
	〒     －     
     

	国・市町村からの

医療費助成
	国や市町村から、病院で支払う自己負担金の補助を受けていますか？

 FORMCHECKBOX 
受けている　・　 FORMCHECKBOX 
受けていない
	障害認定の有無
	 FORMCHECKBOX 
 有　・　 FORMCHECKBOX 
無

	認定対象者が
現在加入中の
健康保険
	 FORMCHECKBOX 

国民健康保険の被保険者

 FORMCHECKBOX 

無保険

 FORMCHECKBOX 

他の健康保険の被扶養者（保険者名：　     　　　）（被保険者名：　     　　　）


扶養事実申立（記入必須）
被保険者が認定対象者を扶養しなければならない理由や認定対象者の現況を具体的に詳しく記入してください。
	


　健康保険では、被扶養者から保険料を徴収しておりません。被扶養者の医療費や保険給付費は、被保険者と会社の保険料でまかなわれています。加入者間の不公平が生じないよう、また、健保組合の財政健全化のため、健康保険法上および、健康保険法に沿った扶養認定基準で定められた方のみが被扶養者として認定されます。所得税・住民税法の扶養とは条件や考え方が異なりますので、所得税・住民税の対象扶養家族でも健康保険の被扶養者に該当するとは限りません。皆様のご理解とご協力をよろしくお願いいたします。

	Ⓐ　認定申請理由
	提出書類

	いずれかを☒後、設問Ⓑへ
	 FORMCHECKBOX 

被保険者が長瀬健保加入事業所に入社したため
●入社日：令和     年     月     日
	-

	
	 FORMCHECKBOX 

被保険者と認定対象者の親が結婚したため
●入籍日：令和     年     月     日
	①

	
	 FORMCHECKBOX 

扶養義務者が変更になったため
●変更日：令和     年     月     日

変更の理由（　     　）
	②

	
	 FORMCHECKBOX 

その他の理由（　     　）




●理由発生日：令和     年     月     日
	③

	

	Ⓑ　認定対象者の就学および収入状況
	提出書類

	該当する項目すべてに☒後、
設問Ⓒへ
	 FORMCHECKBOX 

小・中・高に在学または未就学児
	-

	
	 FORMCHECKBOX 

大学・大学院・専門学校・予備校に在学
	④

	
	 FORMCHECKBOX 

現在収入が全くない
	-

	
	 FORMCHECKBOX 

アルバイト等、収入がある
	⑤

	
	 FORMCHECKBOX 

障害年金等の年金収入がある
	⑥

	

	Ⓒ　被保険者の配偶者
	提出書類

	いずれかに☒後、

ⒶⒷⒸすべての書類を提出して下さい
	 FORMCHECKBOX 

配偶者を、被扶養者として申請する
	-

	
	 FORMCHECKBOX 

配偶者は、健康保険の被保険者である
	⑦

	
	 FORMCHECKBOX 

配偶者はいない
	-


	Ⓐ　過去の収入比較
	提出書類（本人・配偶者共に必要です）

	いずれかにチェック後、設問Ⓑへ
	【必須】被保険者の収入について　
	以下のいずれか一つ
・非課税証明書（写）
・課税証明書（写）
・住民税決定通知書（写）

	
	
配偶者が給与所得者（パート・アルバイト含む）の場合
	

	
	
配偶者が自営業者の場合

	確定申告時に税務署に提出した
書類一式（写）

	

	Ⓑ　現在の収入比較
	提出書類（本人・配偶者共に必要です）

	該当する項目すべてにチェック後、設問Ⓒへ
	【必須】被保険者の収入について
	直近の給与明細のコピー1か月分
※ただし、被保険者が入社直後の場合は
雇用内容契約書（写）と
配偶者の給与明細のコピー1か月分

	
	
配偶者が給与所得（パート・アルバイト含む）の場合
	

	
	
配偶者が自営業者の場合の場合
	　直近の1か月分の売上明細（写）

	

	Ⓒ　将来の収入比較
	本人・配偶者共にチェックしてください

	いずれかにチェック後、この用紙とともに
ⒶⒷすべての書類を提出して下さい
	
被保険者の収入について、今後も変更はない
	提出物はありません

	
	
被保険者の収入について、今後、増加又は減少する可能性がある
	増加　　・　　減少

	
	（増加又は減少する理由）基本給に変更がある等
増加又は減少後の概算年収：　　　　　　　　　　　　円（育児休業中の場合、育児休業給付金も含む）

	
	
配偶者の収入について、今後も変更はない
	提出物はありません

	
	
配偶者の収入について、今後、増加又は減少する可能性がある
	増加　　・　　減少

	
	（増加又は減少する理由）基本給が変わる、退職予定である等
増加又は減少後の概算年収：　　　　　　　　　　　　円（育児休業中の場合、育児休業給付金も含む）



     【参　考】
　　　育児休業中の育児休業給付金を含めた概算年収を計算する場合、以下の厚生労働省のサイトのＱ７に概算が示されて
いますので、参考にしてください。

　　　　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000158500.html
	提出書類
	それぞれの番号の中の、●印すべてをご用意ください。
被保険者からの申請に必要な書類ですので、かかる費用は被保険者の負担となります。
	書類入手先

	①
	●婚姻届受理証明書
	市役所

	②
	●変更となる日がわかる書類
	

	③
	●理由がわかる書類
	

	④
	●３カ月以内の在学証明書(学生証は不可)
	在学校

	⑤
	●
雇用内容証明書（健保ＨＰからダウンロード後、パート・アルバイト先で記入）
●収入申立書
	勤務先

健保ＨＰ

	⑥
	●直近の年金通知書・年金裁定通知書(写)・年金改定通知書(写)・年金振込通知書(写) のいずれか
	

	⑦
	●
夫婦共同扶養のため、被保険者、配偶者双方の「共同扶養収入確認書」
	勤務先


健康保険の被扶養者とは、健康保険法第３条第７項各号に該当する方のことをいい、該当するかどうかの判断は、被保険者からの申請、証拠書類を健康保険組合（保険者）が審査し、決定することになっています。
皆さんからの保険料を適正に利用するための公正・公平な審査ですので、口頭申告ではなく、公的機関や会社などが発行した証明書等の提出が必要です。証拠書類が不足している、またはご提出いただけない場合は、扶養認定のための審査はできません。
また、すべてご提出いただき十分な審査を行った後、扶養認定基準外と判断されることもありますので、あらかじめご了解ください。
注　意　点
· 認定日
○
健保への届出（被扶養者異動届および必要書類一式）が、申請事由が発生してから５日以内の場合は、申請事由が発生した日が認定日。
· やむを得ない事情と健保が判断した場合のみ、申請事由が発生してから30日以内の届出の場合は、申請事由が発生した日が認定日。
· 特に事情なく届出が遅れた場合および30日を超えて届出をした場合は、届出を受領した日が認定日。
· 出生においては出生日が認定日。
· 届出が遅れた、または書類の一部の提出が遅れる場合は、「扶養事実申立」欄にその理由と遅れる書類の提出予定日を記入してください。
· 申請者の状況によっては、追加書類等をお願いする場合があります。
· 夫婦共同扶養

被扶養者に認定された方（19歳以上）は毎年、健康保険法施行規則第50条に基づき、認定条件が継続しているかどうかの調査を受けることになります。その際は、認定時と重複する書類を求められることもありますが、ご協力をお願いいたします。
学生および


19歳未満の無収入の子





共同扶養の収入確認書





（◆） 夫婦共同扶養の場合における被扶養者の認定について


（昭和60年6月13日保険発第66号、庁保険発第22号）





夫婦が共同して扶養している場合における被扶養者の認定にあたっては、下記要領を参考として、家計の実態、社会通念等を総合的に勘案して行うものとする。


被扶養者とすべき者の人数にかかわらず、年間収入（当該被扶養者届けが提出された日の属する年の前年の年間収入とする）の多い方の被扶養者とすることを原則とすること。








ここに記入された内容は、健康保険業務以外の目的で使用されることはありません。
　長瀬産業健康保険組合（2022.03）
ここに記入された内容は、健康保険業務以外の目的で使用されることはありません。
　長瀬産業健康保険組合（2022.03


